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Ⅰ 会計基準の国際化と財務業績報告基準
資本市場の国際化とともに、金融商品という形態の資金取引によって、資金は世界的規模で
目まぐるしく動いている。このような資金の国際的動きにともなって、これらの動きを記号化
する企業会計の世界においても、また、記号化された会計情報を利用するビジネスの世界にお
いても、記号の作成・開示ルールである会計基準を国際的に統一しようとする気運が高まって
きた。このような社会的要請に応えるため、国際会計基準委員会（International Accounting
Standards Committee；IASC）1）は、1989年１月に公開草案第32号『財務諸表の比較可能性
（Comparability of Financial Statements）』（Ｅ32）を提案し、会計基準を国際的に統一化もしくは
調和化するための活動を開始した2）。
ＩＡＳＣのこのような動きは、証券監督者国際機構（International Organization of Securities
Commissions；IOSCO）の支持を背景に、2001年からＩＡＳＣのあとを継いで、国際会計基準審議
会（International Accounting Standards Board；IASB）3）が担うこととなった。ＩＡＳＢの活動は、
旧ＩＡＳＣ時代から引き継がれた既存の国際会計基準（International Accounting Standards；IASs）
を改善する改善プロジェクト（Improvement project）4）と、今後ＩＡＳＢが設定することになる国
際財務報告基準（International Financial Reporting Standards；IFRSs）に世界各国の会計基準を統
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合していくための統合プロジェクト（convergence project）とに大別することができる5）。
ＩＡＳＢの諸プロジェクトの作業を経て承認されるＩＡＳｓおよびＩＦＲＳｓ6）は、ＥＵなどの諸国
に導入され、2005年度から適用される予定である。このような会計基準の国際的統一化への動
向に対して、日本では、企業会計基準委員会7）が、国際会計基準と日本基準との格差を埋める
ための共同プロジェクトをＩＡＳＢと始めるとのことを発表した（『日本経済新聞』、2004年10月
13日（水）、第17面、参照）。このように、「複式簿記の機構に支えられた企業会計」は、まさに
ビジネス社会の公用語8）として国際的に統一化されつつある。
前述したＥＵなどの各国の反応からもわかるように、ＩＡＳＢはＩＡＳＣ時代とは異なって、世
界的規模で会計基準の設定に大きな影響を及ぼしているとともに、その活動が世界の各国から
注目されるようになった。そのＩＡＳＢが、「統合プロジェクト」のなかで、特に、最初に着手し
たのが「財務業績報告（Financial Performance Reporting）」プロジェクト9）である。ＩＡＳＢの
「財務業績報告」プロジェクトは、「企業の財務業績を財務諸表にどのように表示するか」を検
討するため、初めは、すでに財務業績報告に関する基準を制定し、経験を積んでいるイギリス
の会計基準審議会（Accounting Standards Board；ASB）10）と共同で作業が行われた。しかしな
がら、同プロジェクトの作業は2003年に一時停止されるなど、ＩＡＳＢがスタートしてから３年
半が経った2004年８月現在においても、業績報告の基本的考えにも合意が形成されず、現在は、
アメリカの財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board；FASB）も加わって、暗
中模索の調整を行っている11）。
なぜ、「財務業績報告」プロジェクトは、国際的合意になかなか達することができないのであ
ろうか？この問題を巡って、ＩＡＳＢは、なぜ、各国の会計基準設定主体との調整に難航してい
るのであろうか？「複式簿記の機構に支えられた現行の企業会計」において、「認識・測定され
た企業の財務業績を財務諸表にどのように表示するか」という問題は、基本的財務諸表として
は「貸借対照表」および「損益計算書」という二つの計算書類を揚げて、そのような財務諸表
の体系にそくして企業会計を期間損益計算を中心に説明してきた、在来の会計理論の再構築を
迫る基本問題であるからである。そのため、財務業績の報告に関する問題は、会計学徒の一員
として看過することができない、重要な課題であるといわざるをえない。
このような問題意識をもちつつ、イギリスにおける新しい財務表の制度化を通覧すると、そ
の制度化は、財務諸表の体系についてかなり特異な見解を持って展開しているように思われる。
というのは、次節で詳しく述べることとするが、イギリスにおける第三の基本的財務表として
の「キャッシュフロー計算書」の制度化過程12）を見る限り、アメリカのＦＡＳＢとは異なる、か
なり特異な展開過程を辿っている。すなわち、第三の基本的財務表としての「財務状態変動表」
の制度化過程を経ることなく、「資金の源泉と使途に関する計算書」から「キャッシュフロー計
算書」の制度化へ直接移行したということである。その反面、財務業績の報告については、一
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定期間に認識された経済的資源のすべての変動内容は、「損益計算書」および「総認識利得損失
計算書」に表示しなければならないと規定し、「総認識利得損失計算書」を基本的財務諸表の一
つとして位置づける、という特異な制度化過程を見せているのである。
したがって、本稿では、ＩＡＳＢの財務業績報告プロジェクトにおける問題点を探る手がかり
として、新しい財務表の独特な制度化過程を辿っているイギリスにおける「キャッシュフロー
計算書」および「財務業績報告書」に関する制度化に注目し、会計情報を伝達する媒体である
財務諸表上の表示問題および体系を考えてみることとする。
Ⅱ　新しい財務表の制度化
何年か前まで、企業会計上の財務諸表のうち、基本的なものとしては、「貸借対照表」および
「損益計算書」という二つの財務諸表をさすのが、各国の共通する常識であった（これを本稿で
は、「在来の基本的財務諸表」という）。しかしながら、近年、この伝統的・在来の基本的財務
諸表の体系が変化しつつある。それは、新しい基本的財務表が制度化されたり、既存の基本的
財務表の性格を変えようとする制度化が試みられているからである。イギリスにおける会計制
度の例をあげてみよう。イギリスでは、1990年代に会計基準設定主体が交代したことを契機と
して、在来の基本的財務諸表の体系に変化をもたらすような新しい基本的財務表がつぎつぎと
制度化された。
詳述すれば、イギリスにおける会計基準設定主体は、1990年８月に会計基準委員会（Accounting
Standards Committee；ASC）から会計基準審議会（Accounting Standards Board；ASB）13）へ交代
した。そして、この新組織は、アメリカのＦＡＳＢと同様に、「財務報告の概念的フレームワーク」
のための公開草案『原則書（Statement of Principles；SP）』14）を次々と提案するのと同時進行に、
財務報告基準（Financial Reporting Standard；FRS）を公表した。
まず、1991年および1992年にかけてＡＳＢが提案した公開草案『原則書』を通覧すると、下記
のような特徴をみることができる。
①　『原則書』は、外部利用者のための、財務諸表の作成および表示における基礎となる概
念を設定する（INTRODUCTION, par. 1）。
②　財務諸表の利用者は、現在および潜在的投資家、従業員、債権者、取引先、顧客、政府
機関、および一般大衆である（INTRODUCTION, par. 9）。
③　財務諸表を利用する、情報利用者の情報ニーズはそれぞれ異なっている（INTRODUC-
TION, par. 9）。
④　財務諸表は、これらの利用者のあらゆる情報ニーズをすべて満たすことはできない。し
かし、あらゆる利用者には共通するニーズがある。特に、彼ら全員の共通する関心は、企
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業全体の財務状態、業績、および財務的適合性（financial adaptability）に関する情報である
（INTRODUCTION, par. 10）。
⑤　財務諸表の目的は、経済的意思決定を行うのに広い範囲の利用者に有用である、企業の
財務状態、業績、および財務的適合性（financial adaptability）に関する情報を提供すること
である（Chapter 1, par. 12）。
⑥ 財務諸表の利用者が経済的意思決定を行うためには、企業がキャッシュを創出する能力、
それらを創出する時期、および確実性、の評価が必要である（Chapter 1, par. 15）。
⑦　もし企業の財務状態、業績、およびキャッシュフローに焦点を合わせた情報が提供され
るならば、利用者はキャッシュの創出能力をよりよく評価することができる（Chapter 1,
par. 15）。
⑧　財務状態に関する情報は、おもに貸借対照表上で提供される。業績（preformance）に関
する情報はおもに準備金変動表（statement of movements in reserves）とともに損益計算書
（profit and loss account）上で提供される。財務的適合性（financial adaptability）に関する情
報は、別途のキャッシュフロー計算書および当該企業に関する適切な開示による財務諸表
およびその他の主要財務表上で提供される（Chapter 1, par. 19）。
⑨　会計情報は、主要財務諸表および補助的注記で構成される財務諸表の組織的集合体の形
（in the form of a structured set）で表示される（Chapter 6, par. 2）。
⑩　主要財務諸表には、（a）損益計算書（the profit and loss account）、（b）総認識利得損失計
算書（the statement of total recognised gains and losses）、（c）貸借対照表（the balance sheet）、
および（d）キャッシュフロー計算書（the cash flow statement）が掲げられている（Chapter
6, par. 3）15）。
⑪　財務業績表は、歴史的原価損益に関する注記（a note of historical cost profits and losses）
を含めた損益計算書（profit and loss account）、および総認識利得損失計算書（the statement
of total recognised gains and losses）であり、これらには、広い意味での企業の利得（gains）
および損失（losses）の主要構成要素が開示される（Chapter 6, par. 14）。
一定期間における企業全体の財務業績を査定するためには、営業活動または経済事象
による企業の持分におけるあらゆる変動を考慮する必要がある。株主（shareholders）に
よって寄贈された資本または株主への支払によって生じるのを除いて、変動総額は、総
認識利得損失に属しているとする（Chapter 6, par. 16）。
期間損益（profit and loss of a period）は、総認識利得および損失の構成要素であり、企
業が稼得し認識した結果（output）（利益（income））に対する収益（revenues）、および
その結果を得るために犠牲したもの（費用（erpenses））に焦点を合わせる。ある期間に
実現されたが、前の期間に認識されている利得（gains）は、再検討中の期間の総認識利
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得および損失の構成要素ではないことに注意すべきである（Chapter 6, par. 17）。
⑫　企業の財務状態は、企業が支配する（controls）経済的資源、その財務的構造、その流動
性および財務的実行可能性（financial viability）、およびその企業が活動する環境の変動に
適応する企業の能力（capacity）によって決まる（Chapter 6, par. 24）。
貸借対照表は、企業の資金源泉（resource）の構造（資産の主要分類および金額）およ
びその財務的構造（負債および持分の主要分類および金額）を詳細に描写する（Chapter
6, par. 23）。
貸借対照表（および関連注記）は、企業の持分、認識規準（recognition criteria）を満
たしている資産および負債、および一定時点でのそれらの相互関連に関する情報を提供
する（Chapter 6, par. 23）。
⑬　キャッシュフロー計算書は、一定期間の主要源泉によって分類された企業のキャッシュ
受取および主要使途によって分類されたキャッシュ支払を表わす。企業の、現行のキャッ
シュ受取および支払に関する情報の重要な利用は、リスク、企業の流動性、財務的実行可
能性、財務的適合性、および利益（profits）がキャッシュに変わる過程、のような要素を
査定するのに役に立つ（Chapter 6, par. 28）。
以上の諸点から、ＡＳＢの財務諸表の作成および表示に関する基本的考え方は、アメリカのＦ
ＡＳＢおよびＩＡＳＢの概念的フレームワークと同様に、 会計情報利用者の経済的意思決定に
有用な会計情報を提供するという「意思決定有用性アプローチ」を取っていること、また、
●●主要財務諸表は、損益計算書、総認識利得損失計算書、貸借対照表、およびキャッシュフ
ロー計算書である、ということが明らかである。
このような基本的考え方を念頭に置きながら、ＡＳＢは、会計基準設定作業に着手することと
なるが、その初仕事は、公開草案『原則書』で掲げている主要財務諸表の体系にもとづいて、
まず、「財務業績」に関する財務表の整備であった。すなわち、ＡＳＢは、財務業績報告に関す
る最初の提案（initial proposals）を討議草案（discussion draft）の形で1991年４月に提案し、こ
れを発展させた財務報告基準のための公開草案（Financial Reporting Exposure Draft）第１号『財
務諸表の構造－財務業績の報告（The structure of financial statements－reporting of financial
performance）』（ＦＲＥＤ１）を1991年12月に公表した。このＦＲＥＤ１を確定させたのが、1992年
10月に公表した財務報告基準（Financial Reporting Standard）第３号『財務業績の報告
（Reporting financial performance）』（ＦＲＳ３）である。ＦＲＳ３では、上記の公開草案『原則書』
に関する記述⑪でも指摘したように、「認識されたすべての経済事象による、資産および負債の
あらゆる変動」を「損益計算書」または「総認識利得損失計算書」に表示するように規定し、
「総認識利得損失計算書（Statement of total recognised gains and losses）」という新しい財務表を主
要財務諸表の一つとして位置づけた。
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また、ＡＳＢは、ＡＳＣから引き継いだ公開草案第54号『キャッシュフロー計算書（Cash Flow
Statements）』を1991年９月に財務報告基準第１号『キャッシュフロー計算書（Cash flow state-
ments）』（ＦＲＳ１）として公表し、「キャッシュフロー計算書」を貸借対照表および損益計算書
に並ぶ第三の基本的財務表として位置づけた。しかしながら、イギリスにおける第三の基本的
財務表としての「キャッシュフロー計算書」への収斂過程は、アメリカにおける制度化過程と
は異なる過程を辿っている。
したがって、本節の以下の項では、イギリスにおける「キャッシュフロー計算書」の特異な
制度化過程と「総認識利得損失計算書」の制度化との関係に注目しながら、両制度化過程を時
系列に辿ってみることとする。
１．第三の基本的財務表の制度化過程
第三の基本的財務表としての「キャッシュフロー計算書」の制度化は、アメリカのＦＡＳＢが、
1987年に財務会計基準（Statements of Financial Accounting Standards）第95号『キャッシュフロ
ー計算書（Statement of Cash Flows）』（ＳＦＡＳ95）を公表し、「キャッシュフロー計算書」を貸借
対照表および損益計算書に並ぶ第三の基本的財務表として位置づけたことからはじまり、この
ような財務表を基本的財務諸表の一つとして位置づける制度化が世界的に行われるようになっ
た16）。したがって、今日では、各国の会計基準設定主体や国際機関において、「キャッシュフロ
ー計算書」がまがりなりにも制度化され、実行されている。
しかしながら、第三の基本的財務表としての「キャッシュフロー計算書」の制度化が今日の
ように実行される段階にいたるまでの過程は、短時間にかつ順調に進展した過程であったのか
というと、実は必ずしもそうではなかったのである。第三の基本的財務表としての「キャッシ
ュフロー計算書」への収斂過程は、紆余曲折した試行錯誤の過程であった。各国および国際的
会計基準設定機関における「キャッシュフロー計算書」のこのような試行錯誤の制度化過程は、
三つの過程に大別することができる。まず、「貸借対照表および損益計算書の附属明細表」とし
ての財務表が規定された段階と、「第三の基本的財務表」としての財務表が規定された段階と、
の二つに大別される。さらに、後者の段階は、「財務状態変動表」が規定された段階と、「キャ
ッシュ・フロー計算書」が規定された段階と、の二つに区分される。すなわち、その発展過程
を、下記のように、時系列に並べなおしてみることができる。
①　「資金の源泉と使途に関する計算書」、「資金計算書」、または「資金運用表」、などと称
する新しい財務表を制度化しようと企図するが、まだ財務諸表附属明細表として位置づけ
られる制度化の段階
②　「第三の基本的財務表」として位置づけることを明確に意識した財務状態の変動に関す
る新しい財務表を、「財務状態変動表」と称して制度化しようと企図した段階
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③　さまざまな形態の資金の流れのうち、とりわけ現金形態の資金の流れ、つまり「キャッシ
ュフロー」に焦点を合わせ、これに関する新しい財務表を「キャッシュフロー計算書」と
称して、それを「第三の基本的財務表」として制度化しようと企図した段階
上記三段階のうち、第一段階ではどのような財務表を制度化しようとしたのであろうか。ま
た、イギリスでは、どのような財務表が制度化されたのであろうか。
２．イギリスにおける「資金の源泉と使途に関する計算書」の制度化
イギリスにおいて、はじめに、「第三の基本的財務表」の制度化が議論されたのは、1970年代
に入ってからのことである。イギリスでは、上記、三段階の制度化過程のなかで、①に位置づ
けられるものが、会計基準運営委員会（Accounting Standards Steering Committee；ASSC）によ
って1975年に標準的会計実務書（Statements of Standard Accounting Practice）第10号『資金の源
泉と使途に関する計算書（Statement of Source and Application of Funds）』（ＳＳＡＰ10）として公表
され、〔表１〕で掲げるような新しい財務表が「監査対象となる財務諸表」の一つとなった。
すなわち、「資金の源泉と使途に関する計算書」は、1963年の会計原則審議会（ＡＰＢ）によ
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〔表１〕 標準的会計実務基準書第10号の付録として例示されている資金計算書（子会社がない場合）
資金の源泉：
税引前当期純利益
資金の収支をともなわない項目の調整：
減価償却費
営業活動によって創出された資金合計
その他の源泉からの資金
現金払込による株式の発行
資金の使途：
支払配当金
支払税金
固定資産の購入
運転資本の増減
在庫資産の増加
債権の増加
債務の減少（増加）
（税金および未払配当金を除く）
正味当座資金の変動：
現金山高の増加（減少）
短期投資資産の増加（減少）
1,430
380
1,810
100
1,910
（400）
（690）
（460） （1,550）
360
80
120
115
（5）
50 45 360
（単位：千ポンド）
当　年　度 前　年　度
440
325
765
80
845
（400）
（230）
（236） （866）
（21）
114
22
（107）
35 （50） （21）
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るアメリカにおける制度化では附属明細表として位置づけられていたのに対して、イギリスで
は、最初から、貸借対照表および損益計算書に並ぶ第三の基本的財務表に位置づけられ、主要
財務諸表の一つを構成するものであった。というのは、ＡＳＳＣは、この段階での資金計算書の
制度化において、すでに、損益計算書および貸借対照表には開示されてこなかった情報、すな
わち「資産・負債・資本の期中増減変動、および、その結果としての正味当座資金への影響」
を開示する財務表の制度化を目指していたのである（ＳＳＡＰ10, par. 1、参照）。
しかしながら、〔表１〕でみるように、「資金の源泉と使途に関する計算書」に表示される会
計情報は、「運転資本」と称される「流動資産と流動負債との差額」という意味の概念を「資金」
概念として、その期首有高と期末有高との差額の構成要素を「資金の源泉」と「資金の使途」
とに分別して表示しただけであった。つまり、「資金の源泉と使途に関する計算書」のうえで表
示される会計情報は、企業外部の財務分析者であっても在来の財務諸表上の情報にもとづいて
作成しようと思えば作成しうるようなものであって、「資金計算書」の制度化によって、在来の
財務諸表上の会計情報に追加しうるような新しい情報が開示されることではなかった。
それにもかかわらず、このような会計情報の開示が利用者に広く支持され、広義の会計関係
者がそれぞれの立場から「会計情報開示の質的向上」をはかるために「未開示であったが、し
かし必要な会計情報」というものを改めて模索しはじめるようになった。すなわち、新しい財
務表の制度化が進展するにつれて、会計関係者の間に「会計情報開示の質的向上」を望む声が
あがるようになり、これに応えるべき会計基準設定主体としても「資金の源泉と使途に関する
計算書」に関する基準の修正へと動き出さざるをえなくなったのである。そして、アメリカで
は、第三の基本的財務表として開示すべき会計情報は「総財務資源のすべての変動内容」である
との結論に達し、1971年に「財務状態変動表」の制度化へ踏み出したのである。
アメリカでは第三の基本的財務表として「財務状態変動表」の制度化が行われた1970年代に、
上述したようにＡＳＳＣは、むしろ「資金の源泉と使途に関する財務表」を第三の基本的財務表と
して1975年に制定したのである。また、その前年の1974年には、後日ＡＳＢによってＦＲＳ３『財務業
績の報告（Reporting financial performance）』に統合されることとなるが、期間損益の包括主義に
もとづいた開示が導入された標準的会計実務書（Statement of Standard Accounting Practice）第６
号『異常損益項目および過年度修正（Extraordinary items and prior year adjustments）』（ＳＳＡＰ６）
を制定した。
つまり、イギリスにおける「第三の基本的財務表」制度化は、前述の三段階のうち、②の財
務状態変動表に関する会計基準の設定過程を経ることなく、①の「資金の源泉と使途に関する計
算書」と称された財務表の制度化から、いきなり、③の「キャッシュフロー計算書」の制度化へ、
と進展した、ということである。このように、イギリスでは制度化されなかった第三の基本的財
務表としての「財務状態変動表」は、どのような財務表であったのであろうか。
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３．アメリカにおける「財務状態変動表」の制度化
イギリスでは「資金の源泉と使途に関する計算書」が第三の基本的財務表として規定された
時に、アメリカの会計基準設定主体であったアメリカ公認会計士協会の会計原則審議会（ＡＩＣ
ＰＡ ＡＰＢ）は、すでに、1963年に公表した意見書第３号『資金の源泉と使途に関する計算書
（The Statement of Source and Application of Funds）』（ＡＰＢＯ３）に置き換えるための、意見書第
19号『財務状態の変動に関する報告（Reporting Changes in Financial Position）』（ＡＰＢＯ19）を
1971年に公表し、「財務状態変動表」と称する資金計算書を、貸借対照表および損益計算書に並
ぶ、いわば「第三の基本的財務表」として開示することを要求するにいたっていた。つまり、
ＡＰＢＯ 19では、資金計算書の資金概念として「総財務資源の概念」を採用し、その計算書の名
称は「財務状態変動表」としたのである。
資金計算書の資金概念として「総財務資源の概念」を用いるということは、当該経済主体は、
外部者とのすべての取引の影響について報告するということである。すなわち、第三の基本的
財務表として「財務状態変動表」を制度化するということは、資金の源泉と使途に関する情報
内容を「総財務資源の期中すべての増減変動」として表示するということである。したがって、
「財務状態変動表」上には、一期間中に生じた資金の流れ（「財務資源の変動状態」または「財
務状態の変動内容」）の全貌を明らかにしうるような会計情報が開示されるはずであった。
しかしながら、ＡＰＢＯ19で制度化された「財務状態変動表」は、貸借対照表上の各項目の期首
有高と期末有高との差額として算出される入超額または出超額、つまり純額、にもとづいて作
成されたものであって、一期間中における資金の流れの全貌はまったく開示されないものであ
った。しかも、一つの計算書のなかに企業の「財務状態の変動」のすべてを純額で開示すること
が企図され、その記載項目はあまりにも多量かつ詳細であったため、開示される内容の焦点が定
まらず、どのような意味の会計情報を開示しようとしているのかが曖昧な財務表であった。「財
務状態変動表」に開示される情報内容はどのようなものなのか、単純化して図で表わしてみよう。
〔図１〕は、元帳の勘定記録と、貸借対照表および財務状態変動表との関係を示している。
「複式簿記の機構に支えられた現行の企業会計」では、あらゆる経済財の流れが元帳の各勘定へ
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〔図１〕 元帳の勘定記録と、貸借対照表および財務状態変動表との関係
元　　　帳 
経済財Ｘ 
前期繰越（a） 
勘定科目 当期 前期 
経済財Ｘ（b） 
経済財Ｘ （b） （a） 
期中流入（c） 
期中流出（d） 
次期繰越（b） 
残　　高 
比較貸借対照表 
勘定科目 当期 前期 
経済財Ｘ （b）－（a） 
財務状態変動表 
決算手続（次期繰越手続） 
→ 
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記録されている。たとえば、「経済財Ｘ」の場合の例をあげてみよう。元帳のなかの複式勘定記
録として「経済財Ｘ」勘定には、前期繰越額（a）、期中流入（c）、期中流出（d）が記入され、
決算手続のさいに、（a）＋（c）－（d）＝（b）という次期繰越額（期末有高）が計算され、残
高勘定に振替えられた結果、貸借対照表に表示されるようになる。したがって、「一期間中に生
じた資金の流れ（「財務資源の変動状態」または「財務状態の変動内容」）」は、元帳の勘定には
記録されているが、決算手続を行うことによって残高勘定には、期末有高を意味する貸借差額
の「純額」のみが振替えられ、貸借対照表にはその純額が表示される。
第三の基本的財務表としての「資金の源泉と使途に関する計算書」および「財務状態変動表」
のような資金計算書を制度化するということは、複式の勘定に記録されているが「損益計算書
および貸借対照表には開示されてこなかった情報」、すなわち「資産・負債・資本の期中増減変
動」を開示することにその意義がある。その情報は、〔図１〕から例をあげると、「期中流入（c）」
と「期中流出（d）」の部分である。すなわち、「財務状態変動表」で示そうと試みた情報は、経
済財のすべての勘定における期中増減変動である。したがって、この例からも分かるように、
あらゆる勘定の期中増減変動をすべて表示するのは、あまりにも情報が膨大であり、複雑であ
るということである17）。
その結果、制度化された「財務状態変動表」は、〔図１〕でみるように貸借対照表の期首と期
末有高の差額を期中変動分として示すようなものになってしまったのである。これは、前述し
た「資金の源泉と使途に関する計算書」と同様に、「企業外部の財務分析者であっても在来の財
務諸表上の情報にもとづいて作成しようと思えば作成しうるようなもの」であって、在来の財
務諸表からは得られない会計情報を追加しうるような新しい情報が開示される資金計算書の制
度化ではなかった、といわざるを得ない。
そこで、資金計算書の制度化は、第三段階の「キャッシュフロー計算書」へ展開されること
となる。すなわち、「財務状態変動表」の制度化の反省にもとづいて、元帳のなかの勘定には記
録されているが、「損益計算書および貸借対照表には開示されてこなかった情報」、つまり、す
べての勘定の期中増減変動記録のなかで、特に会計情報利用者の関心の的になる経済財の期中
増減変動に絞って、その経済財の一定期間の流入および流出の内容（〔図１〕の例からすると、
期中流入（c）と期中流出（d）を指す）が表示される新しい財務表の制度化が求められている、
と判断するにいたったからである。
４．「キャッシュフロー計算書」および「総認識利得損失計算書」の制度化
アメリカでは、1972年から会計原則審議会（ＡＰＢ）に代わって新しい会計基準設定主体にな
ったＦＡＳＢが、長年にわたる地道な努力を傾注した結果、「第三の基本的財務表」に記載され
るべき会計情報は、利用者のもっとも関心の的である「一会計期間中に生起したキャッシュフ
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〔表２〕 改訂前の財務報告基準第１号の付録として例示されているキャッシュフロー計算書（個人企業用）
営業活動にともなって生じた正味キャッシュインフロー
投資および財務サービスに対する報酬：
受取利息
支払利息
支払配当金
投資および財務サービスに対する報酬による
正味キャッシュインフロー
税　　金：
支払法人税（前払法人税を含む）
支払税金
投資活動：
無形固定資産取得のための支払い
有形固定資産取得のための支払い
有形固定資産の売却による受取り
投資活動にともなって生じた正味キャッシュアウトフロー
資金調達活動にともなって生じたキャッシュフロー算出前の
正味キャッシュフロー
資金調達：
資本金増分のための普通株の発行
無担保借入金の再購入
株式発行と関連して生じた費用の支払い
資金調達にともなって生じたキャッシュインフロー
現金および現金同等物の増加
１．営業利益の，営業活動にともなって生じた正味キャッシュインフローへの調整：
営業利益
減価償却費
有形固定資産売却損
在庫資産の増加
売掛金の増加
買掛金の増加
営業活動にともなって生じた正味
キャッシュインフロー
２．現金および現金同等物の期中変動額の分析：
1991年４月１日現在の残高
正味キャッシュインフロー
1992年３月31日現在の残高
３．現金および現金同等物の貸借対照表開示額の分析：
現金および預金
短期投資資産
当座借越
４．資金調達における期中変動額の分析：
1991年４月１日現在の残高
資金調達にともなって生じた
キャッシュ・インフロー（アウトフロー）
無担保借入金の買戻し益
1992年３月31日現在の残高
（単位：千ポンド）
ＸＹＺ株式会社
1992年３月31日に終了した年度の「キャッシュフロー計算書」
0
0
3,011
12
2,417
2,922
0
0
71
1,496
42
0
211
149
5
6,022
893
6
194
72
234
6,889
21,373
3,081
24,454
6,889
582
2,922
1,525
3,024
57
3,081
キャッシュフロー計算書への注記
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
529
23,936
11
24,454
681
20,700
8
21,373
152
3,236
3
3,081
156
149
7
0
1992年 1991年 期中変動
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
27,411
211
27,622
（ ）（ ）
株式資本　無担保借入金
－ －
ローに関する会計情報」にほかならない、と見なすにいたり、1986年７月に公開草案『キャッ
シュフロー計算書（Statement of Cash Flows）』を提示し、1987年11月に財務会計基準書
（Statement of Financial Accounting Standards）第95号『キャッシュフロー計算書（Statement of
Cash Flows）』（ＦＡＳ95）を公表するにいたった18）。
イギリスの会計基準委員会（ＡＳＣ）は、アメリカでキャッシュフロー計算書制度が進展しつ
つあることも参考にして、公開草案第54号『キャッシュフロー計算書（Cash Flow Statements）』
（ＥＤ54）を1990年７月に提示した。しかしながら、その直後の同年８月に、会計基準の設定機
関がまたもや交代することとなった。そして、新しい組織であるＡＳＢは、その初基準として公
開草案第54号を抜本的に見直したうえで、前ページの〔表２〕でみるような「キャッシュフロ
ー計算書」を第三の基本的財務表として位置づける、財務報告基準（Financial Reporting
Standards）第１号『キャッシュフロー計算書（Cash Flow Statements）』（ＦＲＳ１）を1991年９月
に公表するにいたった19）。
その一方、ＡＳＢは、1991年12月に提案していた公開草案『財務諸表の構造－財務業績の報
告－』（ＦＲＥＤ３）を、1992年10月にＦＲＳ３『財務業績の報告』として公表した20）。ＦＲＳ３
では、損益計算書様式の変更、歴史的原価にもとづく損益に関する注記、総認識利得損失計算
書、および株主資金変動表（reconciliation of movements in shareholders' funds）の開示、という財
務業績を報告するのにかかわる全般的内容を規定している。すなわち、ＦＲＳ３は、資本取引に
よる経済的資源の変動を除く、企業の経済的資源の変動を財務業績として、そのすべての変動
内容を開示することを求めている。そして、その変動内容の開示について、「当期の財務諸表で
認識されたあらゆる利得（gains）および損失（losses）は、損益計算書または総認識利得損失計
算書に表示されるべきである」（par. 13）と規定して、「総認識利得損失計算書」を他の主要財
務諸表と同様の位置づけで開示することを要求した（par. 27）。つまり、ＦＲＳ３の特徴は、経
済的資源の増減変動の差額分の変動内容を「損益計算書」、「総認識利得損失計算書」、および
「株主資金変動表」にすべて開示する21）ことを要求し、「総認識利得損失計算書」を主要財務諸
表の一つとして位置づけていることである。
ＦＲＳ３では、損益計算書の二種類の雛形、総認識利得損失計算書、および、歴史的原価損益
の注記（Note of historical cost profit and losses）の雛形がそれぞれ例示されているが、そのなか
の損益計算書例示２および「総認識利得損失計算書」の例示を示したのが、次ページの〔表３〕
である。
〔表３〕でみるように、ＦＲＳ３による「損益計算書」は、①　継続事業の結果（results of
continuing operations）（買収した事業部門の損益を含む）、②　廃止事業の結果（results of dis-
continued operations）、③　事業の売却または終了による損益、組織の基本的再編成または再構
築にかかった費用、および固定資産売却損益、そして④　異常項目（extraordinary items）、に区
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分表示する（par. b）。すなわち、営業活動と営業外活動による変動、および営業活動による変
動の場合は、継続的営業活動による変動と廃止営業活動による変動とを区分表示するように規
定して、営業活動による変動を再分類して表示することを要求している。これは、従来の損益
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売上高
売上原価
売上総利益
純営業費用
－1992年引当金取崩額
営業利益
固定資産売却益
廃止される事業の損失引当金
廃止事業処分損失
－1992年引当金取崩額
利息控除前経常利益
支払利息
税引前経常利益
経常利益に対する税金
税引後経常利益
少数株主持分
［異常項目加減前利益］
［異常項目］（記載場所のみ示す）
当期利益
配当金
当期留保利益
一株当り利益
調整
［箇条書にし適切な説明をする］
調整後一株当り利益
［調整費と株当たり利益を計算した理由を示す］
総認識利得損失計算書
当期利益
固定資産の再評価による未実現評価益
投資有価証券による未実現利得（損失）
外貨建純投資の換算差額
当期関連の総認識利得・損失
前期修正（注記Ｘで説明）
前期末後に認識された総利得・損失
550
415
135
85
50
9
59
50
40
10
4
6
6
175
165
10
25
10
5
17
20
2
775
620
155
144
10
51
9
17
20
63
18
45
14
31
2
29
－
29
8
21
39
Ｘ
Ｙ
29
4
3
30
2
28
10
18
690
555
135
83
52
6
30
28
15
13
4
9
2
7
－
7
1
6
10
Ｘ
Ｙ
7
6
7
20
5
25
〔表３〕 FRS３に掲げられている、損益計算書の例示２、および、総認識利得損失計算書の例示
損益計算書の例２
継続事業部門買収
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
ｐ
ｐ
ｐ
ｐ
ｐ
ｐ
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ） （ ）
百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド
1993 1993 1993 1993 1992
合計廃止事業部門 合計
（再表示）
百万ポンド 百万ポンド
1993年 1992年
（再表示）
－ －
計算書が期間損益を「売上総利益」、「営業利益」、「経常利益」、「税引前当期純利益」、「当期純
利益」という一次元的区分表示をしているのに対して、ＦＲＳ３による「損益計算書」では、二
次元的区分表示をしているといえる。世界的に、企業の買収・合併が一事業になっている今日
の経済的環境を考慮して表示しようとする試みであろうか。
また、ＦＲＳ３では「総認識利得損失計算書」については、つぎのように述べている。
①　「総認識利得損失計算書」には「当期の損益に加え、その積立金変動のうち株主に帰属
する認識利得および損失に該当するものが記載される。」（par. f）
②　「総認識利得損失」とは「報告実体が特定の会計期間に認識したあらゆる利得と損失の
総額で、株主に帰属するか株主が負担するもの」（par. 8）である。
③　「総認識利得損失計算書」を開示する必要性については、下記のように説明している。
「ＦＲＳにおいて報告事業体が強調する（highlight）ように要求している財務業績の重要
な構成要素の範囲がもし損益計算書でとまってしまうなら、〔財務業績の報告は〕不完全な
ものになるだろう。なぜならば、特定の利得や損失は、法律や会計基準によって、積立金
に直接繰り入れることが特別に許されているか求められているからである。その一つの例
が、固定資産の再評価剰余金のような未実現利得である。企業の当該期間の財務業績を評
価する際にはその期に認識されたすべての利得と損失を考慮することが必要である。した
がって、ＦＲＳは、その期間に認識されたすべての多様な利得や損失によってどのような株
主資金が増減しているのかという範囲まで示すために、認識利得損失計算書を主要財務諸
表として要求するのである。」（par. 56）
以上の「資金計算書」および「財務業績の報告」に関する新しい財務表の制度化を通覧して
みると、その制度化から次のような共通する意識を見出すことができる。①　財務報告は、外
部の会計情報利用者の意思決定に有用な会計情報を提供するのが基本目的である。②　外部の
会計情報利用者は、企業内部利用者とは異なって、会計情報の入手源が限られている。つまり、
③　外部の会計情報利用者は、在来の基本的財務諸表である「貸借対照表」および「損益計算書」
のみからは、意思決定に有用な会計情報を十分手に入れることができない。そのため、④　会
計情報利用者の意思決定に有用な会計情報を提供するためには、企業の複式の勘定記録には蓄
積されているが、「貸借対照表」および「損益計算書」のような既存の財務諸表には開示されな
い、意思決定に有用な新しい会計情報の開示が必要である。さらに、⑤　新しい基本的財務表
として試みられた「資金計算書」、すなわち「資金の源泉と使途に関する計算書」、「財務状態変
動表」、および「キャッシュフロー計算書」、と「総認識利得損失計算書」は、いずれも、「損益
計算書」と同様に一定期間の変動内容を「総額」で表そうとした、という共通意識である。
次節では、このような共通意識にもとづいて、財務諸表間の相互関連について考えてみるこ
ととする。
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Ⅲ　財務諸表の体系
新しい財務表の制度化でみられる前節の末尾に掲げた共通意識にもとづいて、基本的財務諸
表間の関連を、〔図２〕のようにあらわすことができる。
上掲の〔図２〕で示しているように、「財務状態変動表」上の表示対象と、イギリスにおける
ＦＲＳ３がとっている「情報セット」アプローチにもとづいて作成される財務業績をあらわす
「損益計算書」および「総認識利得損失計算書」、と「株主資金変動表」上の表示対象は、同様
に貸借対照表の右下に示される期中の「経済的資源の正味変動額」である。その関係は次のと
おりである。
貸借対照表上の諸勘定は資金形態の期末残高を表わしている。期末残高は、期首残高＋期中
流入額－期中流出額なので、期末残高－期首残高＝期中流入額－期中流出額である。この左側
の「期末残高－期首残高」（上掲の〔図２〕では、「正味変動額」と表記している。）として現わ
れる経済的資源の変動額を財務状態の変動として表わしているのが「財務状態変動表」であり、
右側の「期中流入額－期中流出額」として現われる経済的資源の変動額を、株主との資金変動
を除いて、財務業績として表わそうとするのが「財務業績報告」に関する財務表である。
しかしながら、「財務状態変動表」では、「経済的資源の正味変動額」の内容を、いわゆる
「貸借対照表勘定」もしくは「実在勘定」といわれる諸勘定の期中純増減分（純額の純額） と
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〔図２〕 在来の財務諸表と新しい財務諸表の体系
キャッシュフロー計算書 
貸借対照表 
前期繰越 
インフロー 
アウトフロー 
次期繰越 
正味変動額 
正味変動額 
財務業績 
資産の部 資本の部 
負債の部 
正味変動額 
正味変動額 
正味変動額 
株主資金変動表 
損益計算書 
総認識利得損失計算書 財務状態変動表 
財務業績 
経済的資源の当期正味変動額 
－ －168
してあらわしているのに対して、「情報セット」アプローチにもとづいて作成される「損益計算
書」および「総認識利得損失計算書」と「株主資金変動表」上では、複式簿記の特徴である二
面的記録におけるもう一方の記録を総額で表示しようとする。したがって、「財務状態変動表」
上に表示される情報と財務業績報告および「株主資金変動表」上に表示される情報とは、開示
される情報が質的に異なっている。
すなわち、①　「財務状態変動表」では、比較貸借対照表から企業の外部者でも作成しよう
と思えば、作成できる純額情報が表示されるのに対して、新しい財務表としての「総認識利得
損失計算書」では、企業の勘定記録には記録されているが、「貸借対照表」および「損益計算書」
上には、表示されてこなかった総額情報が開示される、②　「財務状態変動表」では、一つの
計算書のなかにすべての「財務状態の変動」を表示することが企図され、その記載項目はあま
りにも多量かつ詳細であったのに対して、イギリスの「財務業績報告」では「複雑な組織の業
績を単一の数値に要約することはできないと考え、業績を構成するいくつかの重要な要素を強
調する『情報セット（information set）』アプローチをとる」（FRS3, The development of the stan-
dard, par.�）ということで、経済的資源の変動を内容別に「株主資金変動表」、「損益計算書」、
および「総認識利得損失計算書」に区分表示することによって、経済的資源の変動内容に重点
を置いて開示することができた。
しかしながら、いずれの新しい財務表の制度化にせよ、その試みは、在来の基本的財務諸表
である「貸借対照表」および「損益計算書」からは得られない、当該会計期間中の総財務資源
の変動状態を表示しようとする財務表の制度化であった。これは、企業の財務内容の全貌が分
かるような情報の開示が、社会的に要請されていることの証拠である。
実際、複式簿記の機構に支えられた会計測定のプロセスでは、複式帳簿の各勘定に、資金の
変動、すなわち「資金の流れ」に関する記録が蓄積されている。しかしながら、われわれが第
三の基本的財務表としての「財務状態変動表」の制度化からも学ぶことができたように、それ
らの情報をすべて一つの財務表に表示することは難しい。財務報告のこのような難しさについ
て、ＡＳＢはＳＰＦＲを作成するため、1991年12月に提案された公開草案『原則書』の「第６章
財務情報の表示（Presentation of financial information）」では、下記のように述べている。
「財務諸表は、大量のデータを単純化、圧縮、組織化する処理を行った結果である。ダイ
ナミックで複雑な営利企業に影響を及ぼす取引およびその他の事象は、財務諸表に、余儀な
く非常に単純化された言葉と数字（words and numbers）で表現される。多量の取引およびそ
の他の事象は、解釈、圧縮、結合され、そして財務諸表に現れる金額および総計に集計され
ることによって組織化される。集計の程度に関する意思決定は、より詳細な情報を作成し開
示するコストのみならず利用するコストを差し引き、財務報告の目的を満たすのに役に立つ
より詳細な情報を開示する便益の範囲に従っているであろう。結果をまとめて報告する財務
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諸表（the resulting financial statements）が、個々の取引または個々の〔経済〕事象の記述のよ
うな、非常に詳細であるのみのものが提供されるならば、大部分の利用者には不分明な情報
を伝達する結果になるであろう。」（par. 5）
以上のような、新しい財務表の制度化から、われわれが学ぶことができたのは、「会計情報利
用者の情報欲求がさらに高まりかつ明確になる場合には、『第四の基本的財務表』、『第五の基本
的財務表』、・・・というように、さらに新しい財務表の制度化が模索される可能性さえもある」
（杉本・洪［1995］、p. 197）ということである。そのためには、「貸借対照表」および「損益計
算書」という在来の基本的財務諸表の体系にもとづいて、期間損益計算を中心として企業会計
を説明しようとする考え方にもとづいた「財務報告の概念的フレームワーク」の見直しが必要
であろう。
（2004年10月１日受理）
注
1）
ＩＡＳＣは、国際的会計基準設定機関として、1973年に設立され、「国際会計基準（International
Accounting Standards；IAS）」を作成・公表していたが、2001年から国際会計基準審議会（International
Accounting Standards Board；IASB）に組織改編された。
2）
ＩＡＳＣは、1989年以前に、すでに数多くのＩＡＳを作成・公表していたが、これらの会計基準は強制力
がなく、また基準自体も選択肢が多すぎたため、実際のところ、ほとんどの国が適用していなかった。
そこで、国際的に比較可能な会計基準の必要性を痛感していた各国の資本市場監督者達の集まりである
証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）がＩＡＳＣに働きかけて、国際的に比較可能な会計基準を目指して提案し
たのがＥ32である。
3）
ＩＡＳＢは、会計基準の国際的統一化を目指して、ＩＡＳＣが組織を改編して2001年からスタートした国際
的会計基準設定機関である。ＩＡＳＢは、現在、旧ＩＡＳＣが作成・公表していた会計基準であるＩＡＳｓの整備
および国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards；IFRSs）を作成・公表している。この
ような紆余曲折した会計基準づくりの歴史的動向から、今日の会計基準設定が、資本市場の立場、すなわ
ち投資家という会計情報利用者を中心とした「意思決定有用性アプローチ」にもとづくようになった経緯
を理解することができる。財務報告の「意思決定有用性アプローチ」については、洪［2003］を参照せよ。
4）
改善プロジェクトは、代替処理、冗長さ、および基準内での矛盾を減らすか除去すること、いくつか
の収斂問題を扱うこと、および、その他の改善をはかること、が目的であった。この改善プロジェクト
の結果、15のＩＡＳｓが改訂された。
5）
ＩＡＳＢの活動ついて、詳しくは、加藤［2002］および Tweedie［2002］を参照せよ。
6）
2004年３月31日現在、ＩＡＳＢによって公表および採択されている基準には、ＩＦＲＳｓが第１号から第５
－ －
号まで、ＩＡＳＣによって公表され、ＩＡＳＢによって採択・修正されたＩＡＳｓが第１号から第41号まである。
7）
企業会計基準委員会は、日本における民間の会計基準設定主体として、2001年７月に設立され、各種会計
基準の作成・公表、および日本の財務報告の概念的フレームワークづくりのため、精力的に活動している。
8） Littleton は、会計を「事業の言語（the language of business）」（Littleton［1953］，p.99）、と表現している。
9）
ＩＡＳＢの当初のプロジェクトでは、その名称が「財務業績報告（Financial Performance Reporting）」で
あったが、現在は、その名称を「包括利益報告（Reporting Comprehensive Income）」に変えている。
10）
ＡＳＢは、1990年代以降のイギリスにおける会計基準設定主体である。詳しくは、次節以降で説明する。
11）
ＩＡＳＢの財務業績報告プロジェクトは、アメリカのＦＡＳＢも加わって、2004年から再開された。
2004・2005年度ＩＡＳＢプロジェクト・タイムテーブルによれば、包括利益プロジェクトは2005年度後半
に討議資料（Discussion Paper）を公表する予定である（IASB，INSIGHT，July 2004，p.８参照）。
12）
イギリスにおける第三の基本的財務表としての「キャッシュフロー計算書」の制度化過程について、
詳しくは杉本・洪［1995］第４章を参照せよ。
13）
イギリスにおける会計基準設定主体は、イングランド・ウェールズ勅許会計士協会の下部組織として
1970年１月に会計基準運営委員会（Accounting Standards Steering Committee；ASSC）が設置され、1976年
には会計基準委員会（Accounting Standards Committee；ASC）に改組・改名されたが、1990年８月には職
業会計士団体から独立した新組織としてＡＳＢが発足され、ＡＳＣの後を継ぐことになった。ＡＳＢは、ＡＳＣ
の標準的会計実務基準書（Statement of Standard Accounting Practice；SSAP）を承認・継承するとともに
「財務報告基準（Financial Reporting Standard；FRS）」を作成・公表している。
14）
公開草案『原則書（Statement of Principles；SP）』は、約10年の歳月をかけて議論・検討された結果、
1999年12月に『財務報告原則書（Statement of Principles for Financial Reporting；SPFR）』として公表され
た。したがって、イギリスにおける「概念的フレームワーク」については、1999年公表のＳＰＦＲを考察
対象とすべきであるが、本稿では、財務報告基準のための公開草案（ＦＲＥＤ）第１号およびＦＲＳ１が公表
されたのと同時期の概念的フレームワークを対象にする。イギリスにおける会計もしくは財務報告に関
する「概念的フレームワーク」について、詳しくは、菊谷［1996］、菊谷［2000a］、菊谷［2000b］、菊谷
［2001］、菊谷［2002］、前田［1990］、および前田［1991］を参照せよ。
15）
1999年12月公表の、ＳＰＦＲ第７章「財務情報の表示（Presentation of financial information）」の「原則
（principles）」では、「財務諸表は主要財務諸表および主要財務諸表を敷衍して説明する補助的注記（sup-
porting notes）で構成される。主要財務諸表それ自体は、財務業績表（the statement of financial performance）、
財務状態表または貸借対照表（the statement of financial position or balance sheet）、およびキャッシュフロ
ー計算書（the cash flow statement）で構成される。」と定めている。さらに、第７章の「原則」をより詳
しく説明する「解説（explanation）」の部分では、「財務諸表の焦点は、事業体のキャッシュ創出能力
（cash generation）および財務的適合性（financial adaptability）である。この焦点は（主要財務諸表として
知られている）下記の、一連の総合関連した報告を通じて満たされる。」と説明したうえで、下記する主
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要財務諸表の一つとして「損益計算書（profit and loss account）および総認識利得損失計算書（statement
of total recognised gains and losses）が財務業績表の例である。」（par.７.３）と説明している。
16）
「キャッシュフロー計算書」の国際的制度化過程については、杉本・洪［1995］を参照せよ。
17）
アメリカの調査によれば、事実、商業銀行などでは、あらゆる勘定の期中増減変動を、そのまま出し
てほしいとの要求もある。詳しくは、SeedⅢ［1984］を参照せよ。
18）
この段階での第三の基本的財務表の制度化は、開示対象の「資金の流れ」を情報利用者の関心の的で
ある「キャッシュフロー」に焦点を合わせることはできたが、「在来の財務諸表からは得られない新しい
会計情報」が開示される「資金計算書」の制度化であったのかというと、必ずしもそうはいえない制度
化であった。なぜならば、「キャッシュフロー計算書」の作成方法としては、「資金の源泉と使途に関す
る計算書」および「財務状態変動表」の作成方法がそのまま踏襲され、会計帳簿からの「誘導法による
作成ではなかったこと、したがって、「営業活動にともなって生じたキャッシュフロー」が「直接法」に
よるキャッシュフロー情報の開示のみが認められるのではなく、「間接法」によるキャッシュフロー情報
の開示も認められたこと、からである。
19）
イギリスの制度化における「キャッシュフロー計算書」は、その配列および区分表示において、ＦＡＳＢお
よびＩＡＳにおけるそれとは異なる。また、ＦＲＳ１は、「キャッシュフロー計算書」の開示が実施されて
５年が経過した時点で見直し作業が行われて、1996年10月に改訂版ＦＲＳ１が公表された。しかしながら、
本稿は「キャッシュフロー計算書」の制度化を考察しようとするのではないため、改訂版ＦＲＳ１につい
ての考察は、別稿に譲ることとする。
20）
財務業績報告に関する問題は、ＩＡＳＣあるいは国際的ワーキンググループであるＧ４＋１においても議論
されていた。Ｇ４＋１は、1998年１月に特別レポート（Ｇ４＋１ Special Report）として『財務業績の報告－現
在の進行状況と将来の方向（Reporting Financial Performance : Current Developments and Future Directions）』
を公表し、ＩＡＳＣはＧ４＋１の検討にもとづき、1999年９月にポジション・ペーパ（Ｇ４＋１　Position paper，）
『財務業績の報告（Reporting Financial Performance : A Proposed Approach）』を公表した。「ポジション・
ペーパ」では、Ｇ４＋１における財務業績報告の現状を比較検討したうえで、認識されたすべての利得・
損失（すべての財務業績）は二つの計算書（すなわち、損益計算書と総認識利得損失計算書）より、単
一の「財務業績計算書（Statement of financial performance）」による報告を提案している（「ポジション・
ペーパ」para.2.5.）。このような国際的議論の経緯をふまえて、ＡＳＢは2000年12月に財務報告草案第22号
『ＦＲＳ３の改訂（Revision of FRS３ 'Reporting Financial Performance '』（ＦＲＥＤ22）を公表した。ＦＲＥＤ22
の主要な提案は、国際的調和化の観点から、現行の損益計算書に総認識利得損失計算書を結合して、単
一の「財務業績計算書」を作成することである。Ｇ４＋１の Special Report および Position paper について、
詳しくは、藤井［1999］、斉野［2003a］、［2003b］、岩崎［1998］、岩崎［1999］などを参照せよ。
21）
これを、ＦＲＳ３では「情報セット（information set）」アプローチと呼んでいる（FRS3，The develip-
ment of the standard, par. ）。
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